
 

行政評価の実施に関する要綱 
 
第１（趣旨） 

 この要綱は、県が実施する施策・事業の効果や目的達成度を評価することにより、成

果重視の行政運営を行い、時代の変化や県民ニーズに的確に対応した県政を推進するた

め、行政評価の実施に関し必要な事項を定める。 
 

第２（行政評価の目的） 

（１）成果を重視した県民本位の行政の推進 

   県民の視点に立って施策・事業の成果等を検証し、事業の積極的な見直しや再構   
築を進め、成果を重視した行政運営を推進する。  

（２）限られた財源や人材の効果的効率的な活用 

社会経済情勢や県民ニーズの変化を踏まえ、不要不急な事業等を積極的に見直す

ことにより、財源、人材の効率的な配分を進め、県民が真に必要とする施策・事業

への重点化を図る。 

（３）県民に対する説明責任の徹底 

施策・事業の目的や目標、成果を明らかにし、施策展開における県民への説明責

任を果たす。 

 

第３（実施機関） 

 行政評価の実施機関は、知事部局、出納局、教育庁、人事委員会事務局、監査委員事

務局、労働委員会事務局（以下「各部局」という。）とする。 

 

第４（評価の対象）           

 行政評価の対象は、別途策定する「行政評価実施要領」（以下「実施要領」という。）

に定めるところによる。 

 

第５（評価の種類） 

 行政評価は、各部局が行う評価（以下「第１次評価」という。）を基本とし、特定の

分野等に関して更に外部評価を行う。 
 外部評価を実施した施策・事業については、外部評価結果を踏まえ、各部局で再度評

価（以下「第２次評価」という。）を行う。 

 

第６（評価の時点） 

 行政評価は、成果重視の行政運営を進める観点から、原則として前年度に実施した施

策・事業を、年度終了後、事後評価することにより行う。 

 

第７（評価の手順） 

  行政評価は、全庁的な総合性や客観性、信頼性を確保する観点から、以下に掲げる段
階的な評価を経て、最終的な評価とする。なお、具体的な手順や評価スケジュール等は、

実施要領に定めるところによる。 
 

（１）第１次評価（各部局評価） 



 

   各部局は、その所管する施策・事業を評価する。ただし、複数の部局が関連する 
  施策については、関係部局と協議の上、総合政策部が評価担当部局を決定する。 

（２）外部評価 

前記（１）の第１次評価後、評価の客観性、透明性を高めるため、学識経験者な

どで構成する山梨県行政評価アドバイザー会議による外部評価を行う。 

（３）第２次評価（各部局評価） 

前記（２）の行政評価アドバイザー会議の意見等を踏まえながら、各部局におい

て、第２次評価を行う。 

 

第８（評価の方法） 

（１）評価は、実施要領に定める評価調書様式により行う。 

（２）総合政策部は、評価の全体状況を把握するとともに、評価内容等に関する必要な

調整及び支援を行う。ただし、公共施設については、総務部が行うものとする。  
 

第９（評価結果の公表）  
 評価結果は、総合政策部及び総務部において取りまとめの上、実施要領に定める方法

により県民に公表する。 

 

第１０（評価結果の反映） 

 評価結果は、翌年度の施策・事業の予算等に反映するものとする。なお、当該年度の

事業の執行に当たっても、評価結果を十分に踏まえ、適切な改善に努めることとする。 

 

第１１（制度の見直し） 

 行政評価は、実施の過程を通じてその改善と発展が図られるよう、必要に応じ、制度

の見直しを図るものとする。 

 

第１２（その他） 

 この要綱に定めるもののほか、行政評価の実施に関し必要な事項は、総合政策部長及

び総務部長が別に定める。 

 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２０年４月１５日から施行する。 

２  政策アセスメントの実施に関する要綱（平成１７年４月２１日施行）は、廃止する。 
 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月２８日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２３年４月２７日から施行する。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 


